
  

津市わな猟免許取得費等補助金交付要綱 

                              

平成２０年３月３１日訓第２０号  

 

改正 平成２６年７月３１日訓第５８号 

 平成２７年５月２８日訓第５７号 

 令和８年３月３０日訓第１７号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、有害鳥獣駆除者の確保及び強化を図り、当該鳥獣による

農林産物の被害を防止するため、津市補助金等交付規則（平成１８年津市規

則第４４号。以下「規則」という。）の規定に基づき補助金を交付すること

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（名称） 

第２条 前条の補助金は、「わな猟免許取得費等補助金」（以下「補助金」と

いう。）と称する。 

 （交付の対象） 

第３条 補助金は、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平

成１４年法律第８８号）第３９条２項に規定するわな猟免許を取得する次の

各号のいずれにも該当する者に対し、次条に規定する当該免許の取得等に要

する費用（以下「交付対象経費」という。）をその対象として、１回に限り

これを交付するものとする。 

 ⑴ 本市の区域内に住所を有する者 

⑵ 免許取得後は、本市の区域内に存する一般社団法人三重県猟友会各支部

に所属し、少なくとも３年間は率先して有害鳥獣の駆除に従事することを

誓約できる者 

 （交付対象経費） 

第４条 交付対象経費は、次のとおりとする。 

⑴ 狩猟免許取得事前講習会における受講料及びテキスト代 

⑵ わな猟免許の取得に係る受験手数料 

⑶ わな猟免許の取得に係る受験に際し必要な医師の診断書料 

⑷ 猟友会への入会料（既に猟友会へ入会している者は除く。） 

 （補助金の額） 



  

第５条 補助金の額は、交付対象経費に２分の１を乗じて得た額（当該額が１

万４，０００円を超えるときは、１万４，０００円）を限度とし、予算で定

める範囲内において、これを交付するものとする。 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に１，０００円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てるものとする。 

（添付書類） 

第６条 規則第３条第１項第４号の市長が必要と認める書類は、誓約書（別記

様式）とする。 

（交付申請の期限） 

第７条 規則第３条第１項の別に定める期日は、毎年９月３０日とする。 

（実績の報告） 

第８条 規則第１２条の規定による実績報告書（規則第６号様式）の提出は、

補助事業が完了した日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の

決定に係る会計年度が終了する日のいずれか早い日までに、次に掲げる書類

を添えてこれを行わなければならない。 

⑴ 狩猟免許取得事前講習会における受講料及びテキスト代の領収書の写し 

⑵ わな猟免許の取得に係る受験手数料の領収書の写し 

⑶ わな猟免許の取得に係る受験に際し必要な医師の診断書の領収書の写し 

⑷ わな猟免許合格証の写し 

⑸ 猟友会入会費領収書の写し 

⑹ 本市の区域内に存する一般社団法人三重県猟友会各支部会員の証明書の

   写し 

⑺ その他市長が必要と認める書類 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この訓は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年７月３１日訓第５８号） 

 この訓は、平成２６年８月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年５月２８日訓第５７号） 

 この訓は、平成２７年５月２９日から施行する。 

   附 則（令和８年３月３０日訓第１７号） 

 この訓は、令和８年４月１日から施行する。 



  

別記様式（第６条関係） 

誓 約 書 

年  月  日   

  （宛先）津市長 

 

                     （〒     ） 

                   住 所             

申請者 氏 名          ㊞   

                   電 話 

 

私は、わな猟免許取得費等補助金の交付を申請するに当たり、次の事項 

について誓約します。 

 

誓約事項 

 １ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第39条第２項に

規定する「わな猟免許」を取得した後は、一般社団法人三重県猟友会  

支部に所属し、住民の要望に応えるべく率先して有害鳥獣の駆除に従事し

ます。 

 ２ 特段の事情がない限り少なくとも３年間は有害鳥獣駆除に従事します。 

 ３ 津市において作成する「有害鳥獣駆除免許取得者名簿」に登載されるこ

とを了承します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 申請者が氏名を自署する場合は、押印を省略することができます。 


